
概要版





計画の体系

区分 計画期間 内容

基本構想 令和4～12年度【9年】 将来ビジョン、行動姿勢、将来ビジョン実現するための柱と将来の姿、将来デザイン

基本計画
令和4～  8年度【前期5年】
令和9～12年度【後期4年】

将来ビジョンを実現するための柱ごとの施策、戦略的プロジェクト、拠点づくり、財政見通し

実施計画 単年度ごと 毎年度の予算編成、行政評価と連動した事業計画

■ 計画の期間
年度 令和4（2022） 令和5（2023） 令和6（2024） 令和7（2025） 令和8（2026） 令和9（2027）令和10（2028）令和11（2029）令和12（2030）

基本構想

基本計画

実施計画

計画の位置づけ

SDGsの推進

1 オール君津でまちづくりを行うための行動指針

本市がより良いまちとなっていくためには、行政のみならず、市民や事業者など本市に関わる人がまちに愛着をもち、まちづく
りを自分ごととして捉え、同じ方向に向かって歩んでいくことが必要です。本計画は、目指すべき方向や実現するための手段を
共有する行動指針としての役割をもっています。

2 まちづくりにおける最上位計画

本計画は、将来ビジョンの実現に向けた取組の方向性を示す、まちづくりにおける最上位の計画として位置づけられます。

3 「まち・ひと・しごと創生」総合戦略との一体化

本市ではこれまで、人口減少に歯止めをかけ、活力ある地域を維持していくための具体的な行動計画として第 2 期君津市 
「まち・ひと・しごと創生」総合戦略【令和 2（2020）年 3 月策定、令和 3（2021）年 3 月改訂】を推進してきました。

本計画においても本市が直面する人口減少の克服に向けて重点的・優先的に取り組む必要があることから、本計画と総合
戦略を一体化し総合的かつ効率的に推進していきます。

4 国土強靱化地域計画との一体的推進

国土強靱化地域計画は、大規模自然災害に対する防災・減災の取組を体系的に定めたもので、国土強靱化における市の様々
な分野の計画・取組の指針となるものです。

このため、まちづくりの方向性を示す本計画においても、国土強靱化地域計画との整合を図ったうえで、両計画を一体的
に推進する必要があります。

このため本計画では、君津市国土強靱化地域計画が掲げる「リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）」の対応方策を、
「将来ビジョンを実現するための柱ごとの施策」と関連づけて示します。

SDGs（Sustainable Development Goals）とは、経済・
社会・環境の 3 つのバランスが取れた社会を目指すための国際
目標であり、平成 27 年（2015）年 9 月の国連サミットで採択
された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に掲げら
れているものです。

この SDGs は、全ての国々、人々を対象としており、令和 12
（2030）年までに持続可能な世界を実現するための 17 のゴール
（取組分野別の大きな方向性を示したもの）と169 のターゲット
（より詳細な取組の方向を示したもの）で構成されます。

「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、全ての人々が
SDGs を理解し、それぞれの立場で主体的に行動することが求められています。本計画においても経済・社会・環境のバランス
の取れたまちづくりを考えるなど、SDGs の視点を踏まえた計画とし、17のゴール全てに対応しています。本計画に基づく施策を推
進することで SDGs の目標達成に貢献していきます。

■ 計画の構成



  将来ビジョンを実現するための柱ごとの施策　前期基本計画

1 地域福祉
● 地域で共に支え合える環境づくり

● 生活に困っている方への支援の推進

● 誰もが安心して暮らせる住環境の整備

2 高齢者福祉
● 高齢者がいきいきと暮らせる環境づくり

● 介護が必要な方を支える介護基盤の整備促進

3 障害者福祉
● 障害福祉サービス提供体制の充実

● 障害のある方の就労支援の充実

● 障害のある方の相談支援体制の強化

● 障害のある方が自分らしく暮らせる環境づくり

4 保健・医療
● 健康診査や疾病予防の推進

● 運動習慣の定着とフレイル予防の推進

● 健康づくりの推進

● 感染症対策の推進

● 地域医療体制の充実

5 スポーツ推進
● スポーツ・レクリエーション活動の推進

● スポーツ観戦等を通じた個性を生かせる機会の創出

● スポーツ環境の整備

● スポーツを通じた交流による地域づくり

 

関連する分野 健康、福祉

誰もがいきいきと生活できる
地域共生のまち

2
柱

1 子育て
● 妊娠・出産・子育て期にわたる支援体制の充実

● 保育環境の整備と特色ある幼児教育・保育の推進

● 子育て家庭への支援体制の充実

● 結婚を希望する方への支援の推進

2 学校教育
● 子育ちできる環境づくり

● 生きる力を育む学校教育の推進

● 新しい時代に必要な資質・能力の育成

● 脱炭素社会の実現に向けた環境教育の推進

● より良い学校環境の整備

3 生涯学習
● 身近な場所で学び続けられる環境の整備

● 子どもも大人も学び成長し続けられる機会の充実

● 自主的に学び続けられる読書環境の整備

4 文化・芸術振興
● 多彩な文化・芸術に触れ親しむことができる環境

づくり

● 文化・芸術に係る環境の整備

● 地域の伝統文化を次世代につなげる環境づくり

5 多文化共生
● 国際交流の推進

● あらゆる国々の人にとって住みやすいまちづくり

 

関連する分野 子育て、教育、文化

安心して子育て・子育ちでき
学びを楽しめるまち

3
柱

1 防災・減災
● 地域が一体となった防災対策の推進

● 災害に備えた環境の整備

● 水害を防ぐ河川環境の整備

● 平常時から始める減災対策

● 災害からの迅速な復旧復興

2 道路
● 安全で快適な道路環境の実現

● 道路インフラの計画的なメンテナンスの実施

● 幹線道路の整備促進

3 上下水道
● 水道水の安定的な供給

● 公共下水道の整備・普及

4 消防・救急
● 市民の安全安心につなげる消防・救急体制の充実

● 消防の強靱化

● 火災予防の推進

5 防犯・消費生活・交通安全
● 犯罪を未然に防ぐ体制の整備

● 安全安心の消費生活の実現

● 交通安全対策の推進

6 移動
● 鉄道及び民間路線バスの利用促進

● コミュニティバス及びデマンドタクシーの最適化

● 高齢者等への移動支援

● バリアフリー化の推進

● 自動運転技術の活用に向けた研究

7 都市創造・住まい
● 市街地の都市機能の充実

● 良質な住宅の普及促進

● 空き家対策の推進

● 公園のリニューアルを始めとした都市空間の新たな

魅力づくり

関連する分野 安全安心、都市基盤

快適で安心して暮らせるまち

4
柱

1 パートナーシップ
● 市民と共につくるまちづくり

● 企業等との連携によるまちづくり

● 広域連携によるまちづくり

2 地域コミュニティ
● 地域コミュニティの活性化

● 新たな地域拠点づくり

3 人権・男女共同参画
● 多様な人権を尊重するまちづくり

● ジェンダー平等の推進

● 女性が活躍する社会の実現に向けた環境づくり

4 公共施設マネジメント
● 公共施設再整備の推進

● 空き公共施設等の利活用の推進

5 シティプロモーション
● 市民に向けた情報発信による君津市への愛着や誇り

の醸成

● 市外に向けた情報発信による関係人口の創出・拡大

● 地方移住・二地域居住の推進

6 行財政マネジメント
● 次世代につながる効果的な行財政運営

● 人材育成の推進と組織の活性化

● 開かれた市政の推進

● デジタル化による住民サービスの向上及び行政経営

の効率化

  

関連する分野 パートナーシップ、人権、行財政

ともに創る次世代につながるまち

5
柱

1 商工業振興
● 持続的な経済発展の実現

● メイドインきみつの全国展開

● 地域を支える事業者の経営力強化

● 働きやすい環境づくり

● 企業誘致の推進

2 農林業振興
● 多様な担い手が活躍できる環境の整備

● 安定した農業経営の確立

● 農業体験、食育等による都市農村交流の促進

● 森林整備の促進

3 環境共生
● 脱炭素社会の推進

● 生活環境と自然環境の保全

● ごみの減量化・再資源化の推進

● 有害鳥獣を引き寄せない環境づくり

● 家庭用省エネ・再エネ設備等の導入促進

4 観光振興
● 観光資源の磨き上げ

● 観光情報発信の強化

 

関連する分野 経済、環境

経済と環境が調和したまち

１
柱



戦略的プロジェクト

財政見通し

戦略的プロジェクトは、将来ビジョンの実現を加速させるために、テーマごとに関連する「将来ビジョンを実現するため
の柱ごとの施策」をパッケージ化し、戦略的に取り組むものです。

歳入は、経済の緩やかな回復からコロナ以前の状況まで持ち直し、市税収入や各種譲与税・交付金を概ね横ばいで推移して
いくものと見込みます。国・県支出金や市債については、歳出事業に連動して推計しておりますが、特に市債については、老朽
化する公共施設の集約化や長寿命化、インフラの長寿命化など、予定する大規模な投資事業が山積していることから、計画的
で堅実な起債が求められます。　

一方歳出では、社会保障関連経費の増加や老朽化の進む公共施設・インフラなどの維持管理経費の増加など経常経費の増
加に加えて、学校、保育園、公民館などの施設整備、広域による火葬場や廃棄物処理施設の整備など大規模な投資事業も予
定されており、多額な財政負担が想定されます。

歳出削減のための経営改革に引き続き取り組むとともに、 財政調整基金を適正な水準で維持し、持続可能な財政運営を図り、
総合計画の実効性を確保していきます。

市税

891.8億円

51%

繰入金

32.5億円

2%

分担金・負担金等

150.8億円

9%

国・県支出金

359.7億円

21%

譲与税・交付金等

162.6億円

9%

市債

133.6億円

8%

歳入

1,731億円

人件費

418.7億円

24%

扶助費

353.2億円

20%

公債費

100.9億円

6%

物件費

319.5億円

18%

補助費

151.4億円

9%

維持補修費

11.3億円

1%

投資・出資金等

60.3億円

3%

繰出金

113.8億円

7%

普通建設事業費

201.9億円

12%

歳出

1,731億円

一般会計歳入歳出見通し（令和４年度～令和８年度）

● 企業誘致・創業支援の推進
● グリーン・デジタル化に関する支援
● 多彩な人材の活躍支援

● 水と緑の保全、森林の整備
● 環境に配慮した企業の立地、企業の脱炭素に向けた設備等の

更新・導入等
● 公共施設の新築・改修時の省エネルギー性能向上、再生可能

エネルギーを活用したエネルギー効率の高い建築物の普及
● 省エネルギー家電の利用、エコドライブ、ごみの４Ｒ推進
● 電動車等への転換、ICTを活用した公共交通機関の最適化

● 子育て世代が住みやすい住環境整備
● 保育の受け皿整備などの子育て支援の推進
● 妊娠・出産・子育てなどにおける支援体制と教育施策の充実

● ゆとりと安心のある暮らしに向けた変革（暮らしの変革）
● 人材育成の推進や教育面おける変革（知の変革）
● 地域の活性化に向けた産業の変革（産業の変革）
● 「誰一人取り残さない」デジタル化の取組

Ａ 安心して働ける環境をつくる

C 環境グリーン都市をつくる

B 子育て世代が住みやすいまちをつくる

D デジタル技術を活用して新たな価値をつくる




